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１、償却資産とはⅠ　償却資産のあらまし

土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産で，その減価償却額又は減価償却費が法人
税法又は所得税法の規定による所得の計算上，損金又は必要な経費に算入されるもの（これに類する
資産で法人税又は所得税を課されない者が所有するものを含む。）をいいます。
　また，次のような資産も事業の用に供することができる資産であれば申告が必要です。
　（１）　簿外資産
　（２）　耐用年数を経過した資産（償却済みの資産）
　（３）　建設仮勘定で経理されている資産
　（４）　遊休資産・未稼働資産
　（５）　赤字決算等の理由で減価償却を行っていない資産

２、償却資産の種類と業種別の主な償却資産
《償却資産の種類の主なもの》
	資産の種類
	課税対象となる主な償却資産の例

	１　構築物
	構築物
	舗装路面（駐車場、構内舗装等）、自転車置き場、橋、門、塀、外構、ネオン塔、農業用ビニールハウス、温室（家屋として認定されていないもの）、ネットフェンス、庭園、緑化施設、排水溝、看板、カーポート、下水道接続工事　等

	
	建物付属設備
	自家用発電設備、受変電設備、駐車場設備（機械設備、ターンテーブル等）屋外照明設備、給湯設備、業務用設備（厨房、洗濯、動力配線等）
· 家屋で評価されているものは除きます。

	
	特定附帯設備
	テナントが施工した資産で家屋に附合するもの。（「６　建物付属設備における家屋との区分」及び「７　特定附帯設備」参照）

	２　機械及び装置
	各種機械
（化学、農業、工作土木、建設、電気、印刷、その他物品の製造・加工・修理に使用する機械全般）
【例】金属等の製造加工機械，土木建設機械（パワーショベル・ブルドーザー）・工作機械・木工機械等の各種産業機械，耕運機などの農機具（車両を除く）、太陽光発電設備

	３　船舶
	ボート、漁船、貨物船等一部取扱いが変更となっています！（9ページ参照）


	４　航空機
	飛行機、ヘリコプター、グライダー等

	５　車両及び
運搬具
	大型特殊自動車（小型特殊は除く）、その他運搬車等
（ただし自動車税・軽自動車税の対象となるものは除く。）

	６　工具、器具
及び備品
	各種工具（測定、取りつけ、切削等）各種事務用備品、ＯＡ機器（パソコン、プリンター、コピー機等）医療機器、棚、看板、テレビ、ルームエアコン、机、椅子、応接セット、ファクシミリ、陳列ケース、パソコン、LAN 配線、ロッカー、冷蔵庫等


《業種別による償却資産の具体例》
	業　種
	課税対象となる主な償却資産の例

	共通
	駐車場設備、舗装路面、看板、金庫、応接セット、エアコン、コピー機、パソコン、受変電設備、福利厚生施設（寮、娯楽施設等）の構築物・器具備品、内装・内部造作（テナントの場合）等

	飲食業
	厨房設備、放送設備、冷凍冷蔵庫、製氷機、放送設備、カラオケセット、テレビ、レジスター、テーブル、椅子等（リース物件を除く）日よけ等

	小売業
	冷蔵庫、冷凍庫、レジスター、自動販売機、陳列ケース、陳列棚、陳列台、日よけ等

	印刷業
	各種製版機及び印刷機、裁断機等

	製造業
	食料品製造設備、金属製品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、特定の生産・業務用設備のための電気・ガス・空調設備等

	建設業
	大型特殊自動車（ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト等）、コンクリートカッター、破砕機、ミキサー、測量機器、発電機等

	
農林業3ページ参照

	農業用建物（ビニールハウス、倉庫、温室、堆肥舎等で土地に定着しておらず建物として評価されていないもの）、各種農機具（管理機、耕運機、乾燥機、脱穀機、トラクターのアタッチメント、籾摺り機等、ただし軽自動車税の課税客体は除く）、畦、かん水設備等乾燥機等

	娯楽業
	パチンコ台、パチスロ台、ゲーム機、両替機、玉貸機、カード発行機、島台、店内放送設備、防犯監視設備等

	理・美容業
	理容・美容椅子、洗面設備、タオル蒸し器、消毒殺菌機、パーマ器、ドライヤー、サインポール、テレビ等

	医療・薬局業
	各種医療機器、調剤機器、キャビネット、厨房設備等

	クリーニング業
	洗濯機、乾燥機、脱水機、プレス機、看板等

	自動車整備業
ガソリン販売業
	スチームクリーナー、オートリフト、オイルチェンジャー、洗車機、コンプレッサー、ジャッキ、溶接機、地下タンク、ガソリン計量器、独立キャノピー等

	宿泊業
	ルームインジケータ設備、調光設備、放送設備、洗濯設備、カラオケセット、カーテン、テレビ、ベッド、冷蔵庫等

	駐車場業
	白線、車止め、柵、照明等の電気設備、駐車装置等

	不動産貸付業
	外構工事、発電機装置、門、駐車設備、駐車場舗装、浄化槽、緑化施設、擁壁、フェンス、自転車置場、屋外給排水・電気設備、エレベーター用受変電設備（キュービクル）、地ならし等の土地の造成又は改良のために要した費用（税務会計上構築物としているもの）、下水道接続工事等



　◆農機具については、例えば以下の品目が固定資産税の償却資産の申告対象となります。
	【例】　ブームスプレイヤー、畦塗機、プラウ、播種機、肥料施肥機、ロータリー、溝上げ機、中耕機（カルチャ）、撹拌機、ツインモアー、ハンマーナイフモアー、マニュアスプレッダー（ただし乗用でないもの）、ハロー、ウィングハロー、ディスクハロー、ツインハロー、ハンマーナイフカッター、バケットフォーク、管理機、ジャイロレーキ、動力噴霧器、草刈り機、施肥施灰機、麦ふみ用鎮圧ローラー、高圧洗浄機、弾丸暗きょ機　など



３、申告の対象とならない資産
（１）　自動車税・軽自動車税の課税対象となるもの（注１）
（２）　生物（観賞用・興行用生物を除く）
（３）　無形減価償却資産（商標権、営業権、ソフトウェア等）
（４）　耐用年数が１年に満たないもの（使用可能期間が１年未満のもの）
（５）　繰延資産
（６）　棚卸資産
（７）　書画・骨とう（複製のようなもので、単に装飾的目的にのみ使用されるものを除く）
（注１）普通自動車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車は、申告の対象ではありません。
ただし、大型特殊自動車は申告の対象（課税の対象）になりますのでご注意ください。
　　※トラクター、コンバイン、及び田植機などの乗用のものについては、以下のとおりとなっています。
　　　大型特殊自動車に該当するもの・・・・償却資産申告対象
　　　小型特殊自動車に該当するもの・・・・償却資産申告対象外

【参考】　●軽自動車税の対象となる「小型特殊自動車（農耕用・その他）」
	区分
	農耕作業用
	その他

	車両の大きさ
	長さ
	制限なし
	４．７ｍ以下

	
	幅
	制限なし
	１．７ｍ以下

	
	高さ
	制限なし
	２．８ｍ以下

	総排気量
	制限なし
	制限なし

	最高速度
	時速３５㎞未満
	時速１５㎞以下

	構造
	農耕作業を行う能力と乗用装置を兼ね備えた「農耕トラクター、農業用薬剤散布車、刈取脱穀作業車（コンバイン）、田植機、国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車」
	「ショベル・ローダ・タイヤ・ローラ、ロード・ローラ、グレーダ、ロード・スタビライザ、スクレーパ、ロータリ除雪自動車、アスファルト・フィニッシャ、タイヤ・ドーザ、モータ・スイーパ、ダンパ、ホイール・ハンマ、ホイール・ブレーカ、フォーク・リフト、フォーク・ローダ、ホイール・クレーン、ストラドル・キャリヤ、ターレット式構内運搬自動車、自動車の車台が屈折して操向する構造の自動車、国土交通大臣の指定する構造のカタピラを有する自動車、国土交通大臣の指定する特殊な構造を有する自動車」

	軽自動車税（年税額）
	２，４００円
	５，９００円



４、少額資産と一括償却資産の取扱い
	
	10万円未満
	10万円以上
20万円未満
	20万円以上
30万円未満
	30万円以上

	個別減価償却 (※)
	申告対象
	申告対象
	申告対象
	申告対象

	中小企業特例
	申告対象（注１）
	申告対象
	申告対象
	

	一時損金算入
	申告対象外
	
	
	

	３年一括償却
	申告対象外
	申告対象外
	
	


※　個人の方の場合、10万円未満の資産は個別減価償却しない（全て必要経費となるため）ので、申告対
　象外です。
	取得価額（Ａ）
	国税（法人税及び所得税）の取扱
	償却資産の申告

	
	
	個人
	法人

	金額に限らず
	耐用年数が1年未満の資産
	不要

	Ａ ＜ 10 万 円
	取得に要した経費の全部が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上、一時に損金又は必要な経費に算入されたもの
	不要

	
	上記以外のもの（資産の耐用年数に応じた減価償却を行っているもの）
	
	必要

	10万円≦Ａ＜20万円
	法人税法上又は所得税法上、事業年度ごとに一括して３年間で償却を行うもの（いわゆる　一括償却資産（注２））
	不要
	不要

	
	中小企業者等の少額減価償却資産の全額損金算入の特例措置（注３）を適用したもの
	
	必要

	
	上記以外のもの（資産の耐用年数に応じた減価償却を行っているもの）
	必要
	必要

	20万円≦Ａ＜30万円
	中小企業者等の少額減価償却資産の全額損金算入の特例措置（注３）を適用したもの
	
	必要

	
	上記以外のもの（資産の耐用年数に応じた減価償却を行っているもの）
	必要
	必要


（注１）平成15年4月1日～平成18年3月31日までの取得分のみ対象
（注２）取得価額が２０万円未満の減価償却資産については、事業年度ごとに、その全部又は一部の合計額を一括し、これを3年間で償却する一括償却資産の損金算入の規定を選択することができる。
（注３）租税特別措置法（第67条の5）による取得価額が３０万円未満の資産を対象とするもの
※平成20年以降取得のファイナンスリースに係る２０万円未満のリース資産は申告の必要はありません。
【豆知識①】　虚偽の申告をした場合、又は申告の必要があるのに申告をしない場合
　正当な事由がなくて申告をしない場合には、地方税条第３８６条及び市税条例第７５条の規定により、
過料が科せられますので申告漏れ等が無いよう、十分に留意してください。
　また虚偽の申告をした場合には、地方税法第３８５条の規定により、罰金が科せられることがあります。





５、リース資産
資産の所有権が移転しないリース（所有権移転外リース）の場合、原則としてリース会社に
申告の義務があります。
　　リース期間終了後に借主に無償で譲渡されることになっている資産など、実質的に所有権留
保付割賦販売とみなされるリース資産については、借主に申告の義務があります。
《貸付（リース）に係る償却資産の取り扱い》
	課税対象となる主な償却資産の例
	申告者

	償却資産を他に貸し付けている場合
	貸主

	所有権移転外ファイナンスリース
	貸主

	割賦販売や譲渡条件付きリース契約の場合等、所有権が売主に留保されている償却資産
	原則として買主



６、建物付属設備における家屋との区分
　　建物附属設備については、家屋と償却資産に区分して課税することになっており、主な区分は
下記のとおりです。
	設備の種類
	償却資産とするもの
	家屋に含めるもの

	電気設備
	自家発電設備、受変電設備、
特定の生産・業務用設備
	左記以外の設備

	電灯照明設備
	ネオンサイン、投光機、スポットライト、家屋と分離している屋外照明設備
	屋内照明設備、分電盤及び分電盤から内側の配線・配管

	電話設備
	電話機、交換機
	配線・配管

	火災報知装置
	屋外の装置（配線・配管を含む）
	屋内の装置

	消火設備
	屋外消火栓、消火器、屋内にある消火栓設備のホース・ノズル
	屋内消火栓、スプリンクラー

	空調設備
	特定の生産・業務用設備、ルームエアコン
	家屋と一体になっている設備

	衛生設備
	浄化槽、移動性ユニットバス
	浴槽設備

	ガス設備
給排水設備
	特定の生産・業務用設備（配管を含む）、屋外設備一式、公衆浴場設備
	左記以外の設備

	厨房設備
洗濯設備
	顧客の求めに応じるサービス設備
	サービス設備以外

	運搬設備
	生産設備としてのエレベーター、シュート、ベルトコンベア等
	エレベーター、エスカレーター、及び左記以外のもの

	その他
	中央監視制御装置、インターホン設備
	配線・配管


　
（構築物等の参考例）
建物周辺の下図のようなものが申告の対象です。
[image: ]












７、特定附帯設備
　賃貸ビルなどを借り受けて事業をされている方（テナント）が、ご自分の費用で内装や電気
・ガスその他の設備を一式、施工されている場合、それらの資産については、テナントの方の
償却資産として申告していただくことになります。（地方税法第３４３条第９項）
《特定附帯設備の主なもの》
	整備した設備の種類
	償却資産とするもの

	
	所有者が整備
	テナントが整備

	
	償却資産
	家屋
	償却資産

	床、壁、天井仕上等
	
	○
	◎

	屋外電灯照明設備
	◎
	
	◎

	屋内電灯照明設備
	
	○
	◎

	建物内部にある給排水、衛生及びガス設備
	
	○
	◎

	屋内にある消火栓設備、スプリンクラー設備等
	
	○
	◎

	エレベーター、エスカレーター、ダムウェーター等
	
	○
	◎

	エアーカーテン及びドア自動開閉設備
	
	○
	◎


８、その他（Ｑ＆Ａ）
　①わずかな償却資産しかありません。申告の必要はありますか ？
　　　課税されるかどうかは申告書をもとに課税標準額を算出して決定しますので、資産の多少にかかわらず申告をお願いします。

　②補助金などで購入した資産の取得価格はどうなりますか ？
　　　補助金を含んだ額が取得価格になります。

　③会社の決算が３月末ですが、その場合償却資産の申告はどうなりますか ？
　　　決算期にかかわらず、１月１日の状況について１月３１日（平成３０年１月３1日）までに申告してください。

　④昨年は資産の増減がありましたが今年はありませんでした。その場合償却資産の申告は必要ですか ？
　　　増減がない場合でも、「増減なし」で申告してください。

　⑤償却資産の取得価額を算定する場合、消費税については、どのように取り扱えばいいですか ？
　　　税務会計上で採用している経理方式によることになります。法人税または所得税において、税抜経理方式を採用している場合は消費税を含まない金額となり、税込方式を採用している場合は消費税を含んだ金額で申告していただくことになります。

　⑥減価償却をしていない資産（簿外資産）は、償却資産の申告の対象になりますか ？
　　　減価償却をしていない資産（簿外資産）であっても、事業の用に供することができるものについては、償却資産の申告の対象となります。

　⑦誤った内容で申告をしましたがどうすればいいですか ？
　　　修正申告をお願いします。内容に応じて税額を年度途中において修正します。

　⑧電子申告はできますか ？
　　　償却資産の申告は、インターネットを利用して『eLTAX【エルタックス】』（地方税ポータルシステム）でできます。

　　　利用・登録等の詳しい情報は、・・・　http://www.eltax.jp/
【豆知識②】　償却資産の調査について
　市税担当者は、固定資産税の適正かつ公平な課税のために、地方税法第３５３条、第３５４条の２、第４０８条の規定基づいて、申告内容等の調査を行っていますので、ご協力をお願いします。
　この調査は、事業に関する帳簿書類（固定資産台帳及びその他関連資料）と申告内容との照合・確認等を行うものです。税務署等の官公署の公簿について、閲覧を行うこともあります。
　調査の結果、償却資産の申告及び修正申告をお願いすることがあります。








１、納税義務者Ⅱ　固定資産税（償却資産）の課税について
課税について

　１月１日現在の償却資産の所有者（平成３１年度なら平成３１年１月１日）
　なお、３１年度向け申告期間は、1月4日（金）～１月３1日（木）です。

２、償却資産の評価・税額の求め方
　　【例】３１年度の固定資産税を算出する場合　　

■前年中（平成３０年中）に取得された償却資産
価格（評価額）

＝
取 得 価 額
（減価残存率
【前年中取得のものⒶ】）
×

	



■前年前（平成２９年以前）に取得された償却資産
価格（評価額）
＝
前年度の価格
×
（減価残存率
　　 　 【前年前取得のものⒷ】）



※減価残存率は10ページの減価残存率表を御参照ください。



■原則として価格が課税標準額になりますので、価格に税率（1.4％）を乗じて税額を求めます。
　課税標準額
（千円未満切り捨て）
税　率
１．４／１００

税　額
（100円未満切り捨て）


　　　　　　　　　　　　　　×　　　　　　　　　　　　　　　＝　



３、申告対象の方
　毎年、1月1日現在、事業（製造業、農林業、建設業、サービス業、販売業、不動産業等全ての事業）の用に供することができる償却資産を豊後大野市内に有している方、又は、これらの資産を豊後大野市内で他に貸し付けている方。なお、申告済みの資産に増減がない方も、申告書は必ず提出してください。

４、免税点
　課税標準額が１５０万円未満の場合、課税されません。（この場合を“免税点未満”といいます。）


５、太陽光発電設備について
　太陽光発電設備については、平成24年5月29日～平成28年3月31日の間に認定された再生可能エネルギー発電設備の場合、特例措置（課税標準額の３年間の軽減措置）の対象となっていましたが、平成28年4月1日以降認定分から取扱いが変更となりますのでご注意ください。
　
平成28年3月までに固定価格買取制度の認定を受けた太陽光発電設備については、課税標準額の特例措置の対象となっていましたが、平成28年度税制改正により、平成28年4月1日以降に当該認定を受けた太陽光発電設備は、特例措置の対象外となりました。代わりに再生可能エネルギー事業者支援事業費に係る補助を受けた太陽光発電設備が特例措置の対象となります。変更点は以下のとおりです。ただし、平成28年4月1日以降に固定価格買取制度の認定を受けて取得した太陽光発電設備については特例措置の対象外となりますが、引き続き固定資産の償却資産の対象となりますのでご注意ください。

【改正】地方税法附則15条第33項第1号
新／旧条文
【旧】地方税法附則第15条第33項
再生可能エネルギー事業者支援事業費に係る補助金を受けて取得したもの（※１）
（固定価格買取制度の認定（※２）を受けたものは特例の対象外）
対象資産
固定価格買取制度の認定（※２）を受けて取得した再生可能エネルギー発電設備
平成28年4月1日～平成30年3月31日
取得時期
平成24年5月29日～平成28年3月31日
わがまち特例により
最初の３年度分
課税標準額を価格の３分の２に軽減
特例内容
最初の３年度分
課税標準額を価格の３分の２に軽減
１０ｋｗ以上
発電出力
１０ｋｗ以上

※１　再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金交付決定通知書の写しを添付して申告してください。
※２　固定価格買取制度の認定とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第６条第１項
の認定をいいます。
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減 価 残 存 率 減 価 残 存 率 減 価 残 存 率

前年中　Ⓐ 前年前　Ⓑ 前年中　Ⓐ 前年前　Ⓑ 前年中　Ⓐ 前年前　Ⓑ

取得のもの 取得のもの 取得のもの 取得のもの 取得のもの 取得のもの

2 0.658 0.316 35 0.968 0.936 68 0.983 0.967

3 0.732 0.464 36 0.969 0.938 69 0.983 0.967

4 0.781 0.562 37 0.970 0.940 70 0.984 0.968

5 0.815 0.631 38 0.970 0.941 71 0.984 0.968

6 0.840 0.681 39 0.971 0.943 72 0.984 0.968

7 0.860 0.720 40 0.972 0.944 73 0.984 0.969

8 0.875 0.750 41 0.972 0.945 74 0.984 0.969

9 0.887 0.774 42 0.973 0.947 75 0.985 0.970

10 0.897 0.794 43 0.974 0.948 76 0.985 0.970

11 0.905 0.811 44 0.974 0.949 77 0.985 0.970

12 0.912 0.825 45 0.975 0.950 78 0.985 0.971

13 0.919 0.838 46 0.975 0.951 79 0.985 0.971

14 0.924 0.848 47 0.976 0.952 80 0.986 0.972

15 0.929 0.858 48 0.976 0.953 81 0.986 0.972

16 0.933 0.866 49 0.977 0.954 82 0.986 0.972

17 0.936 0.873 50 0.977 0.955 83 0.986 0.973

18 0.940 0.880 51 0.978 0.956 84 0.986 0.973

19 0.943 0.886 52 0.978 0.957 85 0.987 0.974

20 0.945 0.891 53 0.978 0.957 86 0.987 0.974

21 0.948 0.896 54 0.979 0.958 87 0.987 0.974

22 0.950 0.901 55 0.979 0.959 88 0.987 0.974

23 0.952 0.905 56 0.980 0.960 89 0.987 0.974

24 0.954 0.908 57 0.980 0.960 90 0.987 0.975

25 0.956 0.912 58 0.980 0.961 91 0.987 0.975

26 0.957 0.915 59 0.981 0.962 92 0.987 0.975

27 0.959 0.918 60 0.981 0.962 93 0.987 0.975

28 0.960 0.921 61 0.981 0.963 94 0.988 0.976

29 0.962 0.924 62 0.982 0.964 95 0.988 0.976

30 0.963 0.926 63 0.982 0.964 96 0.988 0.976

31 0.964 0.928 64 0.982 0.965 97 0.988 0.977

32 0.965 0.931 65 0.982 0.965 98 0.988 0.977

33 0.966 0.933 66 0.983 0.966 99 0.988 0.977

34 0.967 0.934 67 0.983 0.966 100 0.988 0.977

耐用

年数

耐用

年数

耐用

年数

減　価　残　存　率　表


